
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5．イギリス連邦（英国） 



5．イギリス連邦（英国） 
 
（1）商標法の動向等 
 

1）英国では、1995 年 12 月 01 日からマドリッド協定議定書が発効している。 
 

2）現行の英国における商標に関する法規定は、1994 年に大改正を受け、1994
年 1 月 1 日に施行された商標法1（以下「商標法」という）である。本法律はその

後、一部改正を受けており、最新の改正は 2008 年 10 月 1 日に施行されている。 
マドリッド協定議定書に基づく国際商標登録については、マドリッド協定議定

書及びマドリッド共通規則に定められた規定に従うと共に商標法第Ⅱ部【共同体

商標及び国際的事項】・「マドリッド議定書：国際登録」の規定に従うものとされ

ている。 
また、この商標法の規定を施行するに当たり、細則として「商標規則2」（2008

年 10 月 1 日施行）が定められている。 
さらに、英国はヨーロッパ共同体商標制度（以下「CTM」という）の当事国で

もあり、国際登録の保護を英国に拡張するときは、英国を直接領域指定する場合

【国際商標（UK）】と英国を含む欧州連合を領域指定【OHIM を指定する】場合

【国際商標（EU）】のいずれかを選択できる。 
 
3) 英国知的財産庁について 
英国知的財産庁は、英国において特許、意匠、商標及び著作権を所管する政府

機関であり、ビジネス・イノベーション・職業技能省(Department for Business, 
Innovation and Skills)の下部機関となっている。なお、「知的財産庁」は 2007 年

4 月から用いられている通称(operating name)、正式名称は「特許庁」(UKPO)で
あり、1852 年に世界初の近代的特許法の成立と共に設立されている。 
現在の職員数は 913 名(2010 年 Annual Reports)、部門別の職員数は、特許部門

=352 名、商標部門=145 名。 
本章では、「英国知的財産庁」を、以下「UKIPO」と表示する。 

     
（2）商標の定義 
 
英国における商標の定義は、商標法第1条(1)、(2)に規定されている。 

                                                  

h

1 日本国特許庁（JPO）ホームページ→国際動向→関連リンク→外国産業財産権制度情報→掲載法 
令一覧→英国・商標法 
ttp:www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm 

2 脚注 1 と同一のリンク、掲載法令一覧→英国・商標規則 
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1）「商標」とは，視覚媒体により表現することができるすべての標識であって、

ある事業の商品又はサービスを他の事業の商品又はサービスから識別することが

できるものをいう。特に、次の標識は商標として登録できる。 
 

* 語（言語の構成単位の1つ、個人の名称を含む）、図案、文字、数字又は商品

若しくはその包装の形状（商標法第1条(1)）。 
 
2）立体、色彩、音、香り、又はそれらの結合も商標として登録できる。 

 
3）最も早く商標出願・登録した者に商標権が与えられるが、未登録商標の先使

用については、コモンローに基づき詐称通用3が適用され、先使用者は、その使用

開始より後に出願された第三者の商標出願に対して異議申立、取消し、無効の請

求をすることができる（商標法第2条(2)）。 
 
4）団体商標 
団体商標は、団体の構成員の商品又は役務を、他の企業の商品又は役務から区

別するために、当該商標を所有する団体により出願され、取引において商品又は

サービスの原産地を指定するのに役立つ標識又は表示からなる団体標章は、商標

法第3条(1)(c)の絶対的拒絶理由にかかわらず登録することができる（商標法・附則

1第2項）。 
 
5）証明商標 
証明商標は、原産地、原材料、製造方法、若しくは提供方法、品質その他の特

徴が商標の所有者によって証明されている商標であり、取引において商品又はサ

ービスの原産地を指定するのに役立つ標識又は表示からなる証明標章は、商標法

第3条(1)(c)の絶対的拒絶理由にかかわらず登録することができる（商標法・附則2
第2項）。 

 
（3）方式要件 
 
日本を本国官庁とする基礎出願又は基礎登録について、イギリスを領域指定し

た国際登録出願を行う場合の、国際登録願書（MM2）の記入に関する留意点につ

いては、以下のとおりである。 

                                                  
3 商標における「詐称通用」とは、著名商標と同一又はそれと類似する商標を商品や役務に無断使 
用し、誤認、混同を起させることをいう 
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1）出願人（名義人）の記載【願書「2 出願人」の欄】 
法人の表示については、「株式会社」の企業形態の表示は英語表記「Corporation」､

｢Company Limited｣、「Co.,Ltd」、「Ltd」、「Incorporated（Inc）」等通常使用され

ている英語表記が用いられている場合にはそれらの表示が受け入れられている。

また、日本語読みのローマ字表記「KABUSHIKI KAISHA」も見受けられ、特に

補正指示あるいは拒絶の通報の対象になっていない。「（f）その他の表示（ii）出

願人が法人である場合には：」の項は、記載必須項目でない。国際登録情報

（ROMARIN情報）を確認すると、株式会社の英訳として「Corporation」の記載

は認められている。 
 
2）日本語で構成される、又はそれを含む商標 
日本語で構成される、又は日本語を含む商標については、商標法、規則、ガイ

ドラインにも、取扱いに関する規定はない。実体審査の状況を確認すると、日本

語という特徴だけで補正あるいは拒絶の理由に該当する例は見受けられない。日

本語で構成される商標について、（b）「翻訳」の記載が無く、（c）「意味を持たな

い」のチェックが無い場合でも拒絶の通報の対象となっていないことから、（a）「標

章の音訳」の記載のみで足りると思われる4。   
 

3）色彩商標 
色彩を含む商標について、願書「8 色彩に係る主張」（a）及び（b）項は任意記

載項目であり、英国においては要求されていない。 
 
4）標準文字制度 
英国を領域指定する国際登録出願については、標準文字の適用を受けることが

できる。UKIPOは実体審査において標準文字の宣言がなされた標章を文字標章と

して扱い、特定の書体に制限されない5。従って、標準文字制度の利用を希望する

場合には、願書「7 標章」欄（c）項にチェックを付す必要がある。 
 

5）立体商標 
立体商標の表示について、商標法及び規則には特段の規定はない。ただし、国 
 

                                                  
4 ROMARIN 国際登録情報・国際登録第 1005262 号（音訳のみ）、国際登録第 826437 号・第

1004763 号・第 1006177 号・第 1019013 号・第 1020577 号（何れも「音訳」と「翻訳」又は「9 
その他の表示」（c）項のチェックあり） 

5 資格を有する現地代理人からの情報。 
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際登録審査ガイド【International Examination Guide】6の立体商標の項におい

ては、商標の特徴を示すために必要な図(写真又は図面)を、願書「7 標章」欄（a） 
項の記載範囲（8cm平方）に収まるように表示すべきことが解説されている7。 
 

6）団体商標 
基礎出願又は基礎登録が団体商標又は地域団体商標である場合には願書「9 そ

の他の表示」の欄（d）の項の「団体標章、証明標章又は保証標章」にチェックを

付さなければならない。ただし、英国では全ての団体商標は、審査の段階で全部

暫定的拒絶の通報の対象となり、出願人は当該出願の対象商標が団体/証明/保証商

標の何れのタイプの商標であるか特定し、商標の使用管理規則を提出することが

求められる8。さらに、団体商標に関する所定の書類を手数料とともに提出するこ

とが求められている9。 
 
7）商標の要素について保護の放棄の宣言（Disclaimer制度） 
商標法第13条(1)(b)に基づき名義人は、商標の特定の要素の排他的使用の権利を

部分放棄することができる。名義人(国際登録出願人)は、願書「9 その他の表示」

欄（g）項に保護の部分放棄に関する宣言を記載することで当該対応を行うことが

できる10。 
 
8）商品及び指定役務（サービス） 
願書「10 商品及び役務」の欄（a）項の記載については、UKIPOから刊行され

ている商品及び役務の国際分類に関するニース協定に基づく分類一覧（国際分類

第9版）に従い分類する（商標規則7）。また、1出願で複数分類にまたがる多分類

出願が可能である（商標規則8）。 
なお、指定商品及び指定役務の具体的な記載は類の「見出し」を使用してもよ

く、補正命令あるいは暫定的拒絶の通報の対象にはならない11。 
「小売」、「卸売」に関する役務はニース協定の国際分類第9版の第35類に基づき 

                                                  
6 UKIPO・HOME→trade mark→about trade mark→trade mark law→trade mark practice→ 

Manual of Trade mark Practice→International Examination Guide。 
7 ROMALIN 国際登録情報・国際登録第 1010173 号を例として示す。特徴を示す 1 枚の図で表示

されている。 
8 International Examination Guide（UKIPO 編）「Administrative Differences in examination 

procedure」の欄に記載の「collective/certification/guarantee mark」の項を参照。 
9 脚注 7 を参照。 
10 資格を有する現地代理人からの情報。また、部分放棄を宣言した国際登録の例として、国際登 

録第 921787 号を参照。 
11 ROMARIN国際登録情報・国際登録第1020577号、第1013900、第1006177号等を参照。 
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指定できるが、対象役務を特定しなければ拒絶の理由となる12。 
 

9）出願手数料 
 

【国内出願手数料】  
（a）出願手数料（1区分） 200 ポンド 
（b）区分の追加料金（1区分毎） 50 ポンド 
【国際登録出願手数料】  
（a）基本手数料（色彩なし） 653 スイスフラン 
（b）基本手数料（色彩付き） 903 スイスフラン 
（c）個別手数料（1区分） 295 スイスフラン 
（d）1区分を超えた1区分毎に 82 スイスフラン 

 
（4）審 査 
 
① 実体審査の概略 
実体審査の概略フローを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
12 International Examination Guide（UKIPO 編）「Specifications listing Retail Service」の欄

を参照。 
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図：実体審査の概略フロー 
 
【出願人】  【国際事務局（WIPO）】 【指定国官庁（英国）】 

                                             
 
                             

国際登録・公開 
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（事後指定） 

                             

                                         
                                               

                                           暫定的拒絶通報に 
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           拒絶通報は指定通知から 18 ヶ月以内。               通報に記載された 

           先行商標に関する調査報告書も含まれる。             日付から 2 ヶ月以内 

                                                               

                               

      拒絶理由の応答、先行商標に関する調査 

      報告書に対する応答も可能（任意）。                                   

            

            

                                       異議申立期間は公告 

                                      日から 2 ヶ月以内。 
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             拒絶決定日から 1 ヶ月以内 
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英国を領域指定した国際出願が名義人の本国官庁を経て WIPO 国際事務局に受

理され、国際事務局にて方式審査し、方式に欠陥がなければ、国際登録され、国

際登録簿に登録されると共に国際公開される（マドリッド共通規則 14(1)）。 
この時、国際事務局から名義人に対して「国際登録証」が付与される（マドリ

ッド共通規則 14(1)）。 
さらに、UKIPO に対して国際登録の通知（領域指定通知）が行われ（マドリッ

ド協定議定書第 3 条(4)）、これ以降、英国の国内出願と同様の基準及び手順で審査

される。 
領域指定通知を受けたUKIPOは、当該国際登録の実体審査を実施する。英国の

場合、この審査時点において、「絶対的拒絶理由」の有無に関する審査と、英国国

内商標、欧州共同体商標（CTM）、英国又は欧州連合を指定する国際登録について

の先行類似商標調査を実施する。ただし、先行類似商標との関係（Relative 
Grounds）に基づく拒絶（相対的拒絶理由に基づく拒絶）について審査は実施し

ない13（商標法第 37 条）。 
相対的拒絶理由に関する審査の実施は、先行商標権又は先行商標出願の所有者

が異議申立を請求した場合にのみ実施し、相対的拒絶理由に基づいて拒絶するこ

とができる14（商標規則 19）。 
 

1）保護付与の認容 
実体審査の結果、絶対的拒絶理由が発見されなければ、当該国際登録は保護付

与が認容され、その認容を英国商標公報にて公告する（商標法第 38 条(1)）。この

結果は、国際事務局への通知及び名義人への通知は要求されていない。 
その後、公告日から 2 ヶ月間の異議申立期間が設定される（商標法第 38 条(2)

商標規則 17(2)）。なお、異議申立期間は 2 ヶ月の期間内において、期間延長の手

続が可能であり、最長 3 ヶ月の異議申立期間が設定される（商標規則 17(3)）。異

議申立の期間内に申立の請求がなく、又は異議申立が取り下げられ若しくは不成

立であった時は、UKIPO は、認容されている国際登録商標の保護付与を決定し、

当該決定の通知を国際事務局に送付する。国際事務局は当該通知を受けて、英国

における保護付与の決定を国際登録簿に登録するとともにそのことを国際公報に

て公開する。また、国際事務局は併せて名義人に、英国における保護付与の決定

通知を送付する。 
 
 
                                                  
13 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「The Examination Procedure」の欄を

参照。 
14 「MANUAL INDUSTRIAL PROPERTY Vol.12」英国編（AIPPI・JAPAN 発行）第 47 頁

～第 49 頁「異議申立」の項を参照。 
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2）暫定的拒絶の通報 
一方、国際登録が絶対的拒絶理由を有すると判断した場合、UKIPO は、国際事

務局に対して暫定的拒絶の通報を送付する。通報を受領した国際事務局は当該通

報を国際登録簿に記録すると共に名義人に対して暫定的拒絶の通報を送付する

（マドリッド共通規則 17）。なお、英国においては、この通報を領域指定通知日か

ら 18 ヶ月以内に国際事務局に通知しなければならない（マドリッド協定議定書第

5 条(2)(b)）。 
暫定的拒絶の通報に対して、名義人は以下の応答ができる。なお、応答期限は

通報発送日から 2 ヶ月である。 
 

（a）拒絶理由に対する反論 
（b）応答期間の延長願い 
（c）英国における商標の実施を示す証拠の提出 
（d）ヒアリング請求 

 
暫定的拒絶の通報に対する応答の結果、拒絶理由が解消されたときは、上記 1）

で述べたとおり保護付与が認容される。 
暫定的拒絶の通報に対する応答が無かった場合又は応答にもかかわらず保護の

付与の認容ができなかった場合、UKIPO は権利保護付与の拒絶の通知を名義人に

対して送付する。 
名義人はこの拒絶通知に対して、通知の日から 1 ヶ月以内に不服審判請求を提

出することができる（商標法第 76 条(1)）。審判請求の提出先は、指名された者又

は高等法院（裁判所）である（商標法第 76 条(2)）。なお、上記「指名された者」

とは以下の条件に適合する者である（商標法第 77 条）。 
 
（a）審判請求を審理し決定するために、大法官により指名された者 
（b）指名される者は、以下の何れかの要件を満たす者でなければならない。 
 

(ⅰ)1990 年裁判所及び法律業務法第 71 条にいう 7 年の資格を有していること 
(ⅱ)スコットランドにおいて継続して 7 年以上法廷弁護士又は事務弁護士であ

ること 
(ⅲ)継続して 7 年以上北アイルランド法曹会の構成員又は北アイルランド最高

法院の事務弁護士であること 
(ⅳ)司法職に就いていたこと 

 
不服審判の請求がなされなかった場合又は不成立と決定された場合には、国際
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登録の拒絶が確定し、当該確定は国際事務局に通知され、これを受けた国際事務

局は、拒絶確定を国際登録簿に記録すると共に国際公報にて公開する。また、国

際事務局を通じて名義人に対し当該拒絶確定通知が送付される。不服審判請求が

成立となった場合には、上記 1）で述べた保護付与が認容される。 
 

3）先行類似商標調査 
実体審査の段階で、UKIPOは先行類似商標の調査を実施し、その結果を名義人

に報告する。この報告は、暫定的拒絶の通報が出されるときは、拒絶理由と共に

通報中に記載される15。なお、実体審査の段階で、この調査報告のみが有るときは、

UKIPOはWIPOに登録されている代理人若しくは、代理人を登録していない場合

には名義人に対して当該調査報告を通知する16。 
この調査報告に対して、名義人は以下の対応を選択できる。 

 
（a）国際登録の維持 
（b）商品及び役務の減縮 
（c）国際登録の放棄又は取下げ 

  
上記名義人の対応については暫定的拒絶の通報の応答期限（2 ヶ月以内）に行わ

なければならない。特に応答をしない場合には、UKIPOは名義人が（a）を選択

したと判断し、拒絶理由が解消されていれば、保護付与が認容され、公告される。

なお、この応答はUKIPOに対して行われるが、（b）、（c）については国際事務局

に様式MM6 を使用して行うと共にUKIPOにも通知する。さらに、UKIPOは本調

査で発見された先行類似商標の所有者に本国際登録の公告予定日を通知する。た

だし、この通知は、先行類似商標が英国国内商標及び英国を指定する国際登録の

場合、自動的に通知されるが、欧州共同体商標または欧州連合を指定する国際登

録の場合は、「通知の選択17」（opt-in）の手続を予め行った者のみに通知される。

これにより、通知を受けた先行類似商標の所有者は当該国際登録が公告された段

階で、相対的拒絶理由に基づく異議申立を提出することができる。 
異議申立は、権利保護付与の認容の公告日より 2 ヶ月間の異議申立期間が設定

される。なお、この期間は、上記 2 ヶ月の期間以内に、1 ヶ月の延長を請求できる。 
 
② 審査内容 
                                                  
15 本章（5）① 4）の暫定的拒絶の通報の例を参照。 
16 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「The Examination Procedure」の欄 
   を参照。 
17 先行類似商標の所有者に対象国際登録とその公告予定日を通知するか否か選択し、UKIPO に

請求すること。手数料を必要とし、3 年間の通知受け取りが可能となる。 
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 前述のとおり、イギリスでは実体審査時において、絶対的拒絶理由の有無と先行類似

商標調査が実施される。相対的拒絶理由の審査は実質的に第三者の異議申立があっ

た場合に行われる。 

③ 暫定的拒絶の通報の期間 
UKIPO は、国際事務局が UKIPO に対して領域指定した日から 18 ヶ月以内に

絶対的拒絶理由に関する暫定的拒絶の通報を国際事務局に通知しなければならな

い。ただし、英国の場合、権利付与の拒絶が異議申立の結果行われる可能性があ

るため、UKIPO は国際事務局に対して異議申立による暫定的拒絶の通報が 18 ヶ

月経過後においても提示されることがある旨を通知することができる。この通知

を先の 18 ヶ月の期間内に国際事務局に通知することにより、18 ヶ月の期間経過

後も保護拒絶を通報することができる。また、この異議申立に基づく拒絶の通報

は、異議申立期間の満了の時から 1 ヶ月以内で、かつ、いかなる場合においても、

当該異議申立期間の開始の日から 7 ヶ月以内に通知しなければならない（マドリ

ッド協定議定書第 5 条(2)(c)(ii)）。国際事務局は、UKIPO からの拒絶の通報を受け

て、当該通報を名義人に通知する。 
 

④ 絶対的拒絶理由の内容 
以下の標識は、商標として保護されない（商標法第 3 条）。 
 
1）視覚的に表示することができない商標 
2）出願人の商品又は役務を識別しない商標 
3）商品又は役務の種類、品質、数量、用途、価格、原産地又はその他の特徴を

表示する商標。商品の生産時期、役務の提供時期を表示する商標 
4）取引上の通用語若しくは公正かつ確立された商慣習において常用されている

商標 
5）商品自体の性質に由来する形状、技術的成果を達成するために必要な商品の

形状、商品に実質的価値を与える形状のみからなる商標 
6）公共の秩序若しくは道徳に反する商標、公衆を欺瞞する性質を有する商標、 

例えば商品又は役務の性質、数量、地理的原産地を偽る商標 
7）英国の制定法若しくは法の規則によって又は共同体法の規定によって使用が

禁止されている商標 
8）王室紋章、王室紋章の主要な紋地又は王室紋章若しくは前記紋地と誤認する 

おそれのあるほどに類似する記章又は図案 
9）王冠又は王室の旗章のいずれかを表現したもの 
 
（a）女王陛下若しくは王室の一員を表現したもの 
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（b）出願人が王室の後援または許可を受けていると公衆に信じさせるおそれの

ある言葉、文字または図案 
（c）英国の国旗、又はイングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイル

ランド、マン島の旗章により構成されるあるいはそれを含む商標 
 

10）商標法第 57 条に規定するパリ条約等の締約国の国章等、及び商標法 58
条に規定する一定の国際機関の旗章、紋章、記章、印章により構成された商

標又はそれらを含む商標。 
11）オリンピック・シンボルで構成されたあるいはそれを含む商標 

 
⑤ 相対的拒絶理由の内容 
先に述べたとおり、先行商標の所有者が異議申立をした場合、UKIPO は以下の

相対的拒絶理由によってのみ国際登録の保護付与を拒絶することができる。 
 
1）先行商標と同一、かつ、先行商標の商品又は役務と同一の商標 
2）同一又は類似の商品又は役務をカバーする先行商標と同一又は混同を生じる

ほど類似する商標 
3）出願日又は優先日の時点で、周知商標としてパリ条約又は WTO 協定の保護

を受ける資格を有する商標と同一又は混同を生じるほど類似する商標。 
4）上記 1）又は 2）に該当する先行商標で、失効後 1 年を経過していない商標

当該先行商標は、失効後 1 年以内であれば復活できる（商標法第 6 条）。 
5）先使用されている商標 
 

（5）暫定的拒絶の通報に対する国際商標出願人の応答手順 
 
① 暫定的拒絶の通報の見本と和訳、内容の説明（使用言語）、全部拒絶／一部拒

絶の取扱い 
 
1）暫定的拒絶の通報に使用されている言語は英語 

 
2）暫定的拒絶の通報には、以下の 4 種類の形態の通報がある。 

 
（a）名義人の請求を全て拒絶する暫定的全部拒絶の通報 

（PROVISIONAL TOTAL REFUSAL OF PROTECTION） 
（b）名義人の請求の一部を拒絶する暫定的一部拒絶の通知 

（PROVISIONAL PARTIAL REFUSAL OF PROTECTION） 
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（c）異議申立に基づく上記（a）の形態の通報 
（d）異議申立に基づく上記（b）の形態の通報 

 
3）暫定的拒絶の通報は、以下の項目に関する記載が含まれる。 
 
（a）通報に対する応答期限日 
（b）拒絶理由の詳細を記載した「EXAMINATION REPORT」 
（c）拒絶の通報に対する応答に関する注意事項 

絶対的拒絶理由に関して議論するためのヒアリングの請求が可能であ

ること、一部拒絶の場合には、本拒絶理由に応答しない、あるいは応答し

たが、拒絶理由が解消しない場合であっても、拒絶理由の対象でない請求

部分が保護付与の認容を受け、公告公報に公開されることが記載されてい

る。 
（d）先行商標調査結果報告（調査対象は、英国国内商標、共同体商標及び国際

登録商標）は上記「EXAMINATION REPORT」に記載される。また、こ

の 結 果 報 告 に 対 す る 名 義 人 の 対 応 、 UKIPO の 取 扱 に つ い て

「INFORMATION REGARDING EARLIER MARKS」の欄に記載され

ている。 
 
4）暫定的拒絶の通報の例は次のとおりである。 
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※暫定的拒絶の通報の例 

 

 

 

UKIPO 連絡先： 
・電話番号／FAX 番号 
・審査官メールアドレス 
・UK 整理番号 
・国際登録番号 
・通報日 

 応答期限日の表示 
   

 
対象商標の表示： 
・国際登録番号・指定商品及び役務
・商標 
・名義人の名称 

 表題 i） 

 暫定的拒絶の通報について ii） 
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 暫定的拒絶の通報について ii） 

 先行商標調査情報 iii） 
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 先行商標調査情報 iii） 

 審査官名および署名 
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審査官報告： 
拒絶理由及び先行商標調査報告が記
載されている。 
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i）表題： 
「英国知的財産庁からの暫定的保護拒絶の通報（異議申立に基づかない）」 
（本例は請求の一部拒絶であるが、全部拒絶の請求もある） 

ii）暫定的拒絶の通報について： 
審査結果の概要と名義人の対応について説明する欄、拒絶理由の詳細は添付さ

れた「審査官報告（EXAMINATION REPORT）」に記載されている。 
iii）先行商標調査情報 

「審査官報告」中に含まれている、同一若しくは類似する先行商標に関する審

査官の調査報告に関して、名義人の応答方法と当該対応に係る審査官の採る対

応について詳細が記載されている。 
 

・名義人は先行商標調査報告の内容を考慮して国際登録の登録手続を継続

するか否かを決定する。 
・名義人が手続継続を決定した場合、審査官は調査報告中の先行商標の所

有権者に調査報告を通知する。この通知は、特にＵＫで保護されている

先行商標については自動的に行われる。また、通知を希望する、ＥＵで

保護されている商標の所有権者にも同様に自動的に通知される。 
・名義人が先行商標の存在にもかかわらず国際登録の登録手続を継続決定

した場合、その事実を英国の商標公報で公開する。この公開は第三者に

対する異議申立の機会を与えるためのものである。 
・名義人は、異議申立の対応で数千ポンドほどの費用を要することを考慮

するべきである。 
・名義人は、本調査報告に対して書面にて反論することができる。なお、

当該反論の前に審査官と議論する機会を得るために審査官に電話連絡で

きる。 
・審査官は、名義人の反論を検討し、対応を決定する。この決定は最終で

あり、不服申し立てもできない。 
・名義人は、反論が認められて、審査官が先行商標の所有権者に通知しな

い場合であっても、他の第三者の異議申立を妨げるものではないことを

認識すべきである。 
・名義人が調査報告の内容を承服し、登録手続の継続を断念した場合には

放棄手続をすべきである。放棄手続書類（MM7）は審査官に送付し、審

査官はその手続書類を WIPO に提出する。 
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② 暫定的拒絶の通報への応答期間 
「（5）審査 ①実体審査の概略」の欄で述べたとおり、暫定的拒絶の通報に対す

る応答期限は通報の送達日から 2 ヶ月以内であり、通報に当該期限日が記載され

ている。なお、当該期限は申請により 1 ヶ月の延長が可能である。 
 

③ 現地代理人の必要性の有無 
暫定的拒絶の通報に対する応答を、現地代理人を通じて実施する旨を明記した

法律、規則はない。名義人は応答に当たり、UKIPOに対して、英国国内、欧州共

同体締約国内、EEA加盟国又はチャンネル諸島に手続送達用の宛先を設定し、通

知しなければならない（商標規則 11(1)(a)）。この宛先を介して名義人とUKIPOと

の暫定的拒絶に係るやり取りを実施する。上記地域に居住していないあるいは支

店、営業所等の拠点を有していない名義人については、一般的に現地商標代理人

を選任し、当該現地代理人の住所を送達用宛先として届け出ている。なお、現地

商標代理人のリストがUKIPOのホームペ―ジに登録されている18。 
 

④ 国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続 
③の欄で述べたように、名義人は暫定的拒絶の通報に対する応答を自身で行う

ことが可能である。ただし、英国国内、欧州共同体締約国内、EEA 加盟国または

チャンネル諸島に居住していないあるいは支店、営業所等の拠点を有していない

名義人の場合は、実質的に現地商標代理人を選任し、その現地商標代理人の住所

を手続送達用宛先として UKIPO に届け出る手続が一般的に行われている。暫定

的拒絶の通報に対する応答に際して、指定商品及び役務の全部又は一部を減縮又

は放棄する手続、名義人の詳細を修正する手続等国際登録の実体を変更する手続

は、名義人が国際事務局に対して実施する（マドリッド共通規則 25(1)(a)）。 
 ただし、前掲の暫定的拒絶の通報の例にあるとおり、UKIPO は MM7 を審査官

に送付することを推奨している。 
なお、国際事務局に対する手続の様式は以下のとおりである。また、各手続は

所定の手数料を支払う必要がある。 
1）商品及び役務の一覧表の減縮の記録請求書 ＝ 様式ＭＭ6 
2）放棄の記録の請求書 ＝ 様式ＭＭ7 

 
⑤ 拒絶の通報に対する応答及び拒絶確定までの概略 
暫定的拒絶の通報に対して応答しなかった場合又は応答にもかかわらず保護付

与の認容が得られなかった場合、UKIPO は権利保護付与の拒絶の通知を名義人に

                                                  
18 UKIPO・HOME→Trade Marks→about Trade Marks→further advice→professional advice 

→Institute of Trade Mark Attorneys（UK 代理人検索画面）を参照。 
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対して送付する。 
名義人はこの拒絶通知に対して、通知の日から 1 ヶ月以内に不服審判請求を提

出することができる（商標法第 76 条(1)）。審判請求の提出先は、指名された者又

は高等法院（裁判所）である（商標法第 76 条(2)）。 
当該不服審判請求がなされなかった又は不成立と決定された場合には、国際登

録の拒絶が確定し、当該確定は国際事務局に通知され、これを受けた国際事務局

は、拒絶確定を国際登録簿に記録すると共に国際公報にて公開する。また、国際

事務局を通じて名義人に対し当該拒絶確定通知が送付される。 
 
（6）拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略 

暫定的拒絶の通報に記載された拒絶理由が解消され、又は暫定的拒絶の通報の

対象となる絶対的拒絶理由が存在しなかった場合には、当該国際登録は保護付与

が認容され、その認容を英国商標公報にて公告する（商標法第 38 条(1)）。この結

果は、国際事務局への通知及び名義人への通知は要求されていない。 
その後、公告日より 2 ヶ月間の異議申立期間が設定される（商標法第 38 条(2)、

商標規則 17(2)）。なお、異議申立期間は 2 ヶ月の期間内において、期間延長の手

続が可能であり、最長で 3 ヶ月の異議申立期間が設定される（商標規則 17(3)）。
異議申立の期間内に申立の請求がなく、または異議申立が取り下げられ若しくは

不成立であった時は、UKIPO は、認容されている国際登録商標の保護付与を決定

し、当該決定の通知を国際事務局に送付する。国際事務局は当該通知を受けて、

英国における保護付与の決定を国際登録簿に登録するとともにそのことを国際公

報にて公開する。また、国際事務局は名義人に、英国における保護付与の決定通

知を送付する。 
 
（7）登 録 
 
① 登録簿 
認容されている国際登録商標の保護付与が決定されると、UKIPO は登録簿

（TMAD）にその決定を記録する。登録簿は申請によって閲覧することができ、

また、登録簿の内容を示す抄本又は謄本の交付を請求することができる（商標法

第 63 条(3)）。 
 
② 登録証書の発行 
英国において登録証明書は発行されない。これは、国際事務局が既に国際登録

の時点で国際登録証明書を発行済みであることが理由である19。 
                                                  
19 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「PROTECTION」の欄を参照。 
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（8）登録後の注意事項 
 

1）国際登録商標の取消し 
国際登録商標は以下の理由に基づき第三者から取消申請を受ける。なお、取消

しの対象は、指定商品又は役務の全部又は一部である。 
2）国際登録商標の不使用（商標法第 46 条(1)(a)、(b)） 
商標権が、権利付与の決定日から 5 年以内に英国で真正に使用されていない場

合、または使用が継続して 5 年以上中断されている場合で、かつ、それらの不使

用について不可抗力等の正当な理由がないときは、登録取消の申請を受けて取り

消される。ただし、取消請求前に使用を開始若しくは使用を再開した場合、不使

用を理由として取り消されない。なお、取消請求前 3 ヶ月以内に使用の開始若し

くは再開された場合には、商標権者が取消請求の事実に気づく前に使用の開始若

しくは再開の準備を始めていた場合を除き、取消の対象となるので、注意を要す

る。なお、上記「権利付与の決定日」とは、国際登録が異議申立を受けることな

く権利付与が決定した場合は、異議申立期間の最終日の次の日がこれに該当する。

また、異議申立を受けたが、不成立となって、権利付与が決定した場合は、異議

決定日の次の日がこれに該当する20。 
以下の行為は商標の使用とみなされる。 
 
（a）英国からの輸出のみに供される商品又はその包装に、商標を英国で付す行   

為 
（b）商標の識別性を損なうことなく、その一部を変更して使用する行為 
（c）商標権者の同意を得た第三者による商標の使用行為 

 
3）商標権者の実施行為の結果、商標が、登録されている商品又は役務における

取引について普通名称となっていること（商標法第 46 条(1)(c)）。 
 

4）商標が、その登録に係る商品又は役務について、商標権者又はその同意を得

た者による使用の結果、商品又は役務の性質、品質、地理的原産地に関して誤認

を生じさせるおそれがあること（商標法第 46 条(2)）。 
取消申請は、UKIPO 若しくは裁判所に申請する。なお、UKIPO に申請された

取消申請について、登録官はいずれの手続段階であっても申請を裁判所に付託す

ることができる。商標権者は、取消申請を受領後、2 ヶ月以内に反証を提出しなけ

ればならない。 
                                                  
20 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「PROTECTION」の欄を参照。 
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不使用に基づく取消しの場合には、反証と共に使用を示す証拠を提出すること

ができ、当該証拠を提出するために 2 ヶ月の期間を請求することができる。 
取消が認められると、商標権は取消請求日から消滅したものとみなされるが、

UKIPO 又は裁判所が、取消理由が更に早い日に存在していたと認めたときは、そ

の早い日から消滅したものとみなされる。 
 

5）無 効 
国際登録商標は、以下の理由に基づき無効とされることがある。 
 
（a）絶対的拒絶理由に基づき登録できない国際登録商標（商標法第 47 条(1)） 

本章（4）審査 3･1）の項に記載した「絶対的拒絶理由」（a）～（n）に

該当する国際登録商標 
（b）相対的拒絶理由に基づき登録できない国際登録商標（商標法第 47 条(2)(a)） 

本章（4）審査 3・2）の項に記載した「相対的拒絶理由」（a）～（e）に

該当する国際登録商標 
 
登録無効の宣言の申請は、UKIPO 又は裁判所に対して申請する。ただし、対象

国際登録商標が裁判所に係属中であれば、裁判所に申請しなければならない。ま

た、UKIPO に申請された場合、いずれの訴訟手続段階であっても裁判所に申請を

移送できる。登録の無効が宣告された場合には国際登録の英国における保護付与

の決定はされなかったものとみなされる。 
無効申請は、指定商品又は役務の全て又は一部について申請できる。 
 
6）UKIPO による登録無効の宣言。 
国際登録商標が悪意で登録された場合、UKIPO は登録無効の宣言を裁判所に申

請することができる。 
 

（9）異 議 
 
権利保護付与の認容の後、その認容の公告日から 2 ヶ月間の異議申立期間が設

定される（商標法第 38 条(2)、商標規則 17(2)）。この期間において、何人も保護

付与の認容に対して異議申立を請求することができる。なお、異議申立期間は 2
ヶ月の期間内において、期間延長の手続が可能であり、最長で 3 ヶ月の異議申立

期間が設定される（商標規則 17(3)）。異議申立を受けた国際登録の名義人は、異

議申立の通知日から 2 ヶ月以内に異議理由に対する反論等を記載した答弁書を提

出することができる。 
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1）異議申立の理由 
英国では、権利付与を認容するまでの実体審査の段階で、絶対的拒絶理由に基

づく拒絶の有無が審査され、相対的拒絶理由に基づく拒絶の有無は審査されない。

同一若しくは類似する先行商標権若しくは先行商標出願（以下総称して「先行商

標」という）の所有者が、これらの先行商標を用いて相対的拒絶理由に基づく異

議申立を請求した場合、異議申立を受理したUKIPOは、異議申立に係る相対的拒

絶理由を審査することができ、拒絶理由ありと判断した場合、対象国際登録の名

義人に対して、異議申立に基づく暫定的拒絶の通報を通知する。なお、この暫定

的拒絶の通報は先の実体審査段階で発行される暫定的拒絶の通報と同様、UKIPO
から国際事務局を経て名義人に通知される。通報を受領した名義人は、異議申立

の理由に対する答弁書の提出のため 2 ヶ月の猶予期間が与えられる21。 
 

2）クーリングオフ期間 
名義人が異議申立通知を受領した日から 2 ヶ月以内に、両当事者はクーリング

オフ期間の設定を請求できる。当該期間の設定により名義人にとっては、異議申

立・答弁書提出期間が異議申立通知日から 9 ヶ月まで延長される。当該期間中に

両当事者は異議申立に関する交渉を行うことができるが、交渉が決裂した場合に

は一方の当事者が当該期間を早期に終了させることができる。また、名義人が当

該期間内に答弁書を提出した場合には当該期間は終了する。異議申立人が当該期

間を終了させた場合には、名義人は終了日から 1 ヶ月以内に答弁書を提出しなけ

ればならない。 
 

3）異議申立不成立 
異議申立が取り下げられ若しくは不成立であった時は、UKIPO は、認容されて

いる国際登録商標の保護付与を決定する。 
 

4）異議申立成立 
異議申立に係る拒絶理由が認められ、異議成立の決定が確定すると、名義人に

残された権利化への手続は上訴のみとなる。上訴は、異議決定日から 28 日以内に

指名された者又は高等法院に対して請求する。 
  

（10）上 訴 
 
国際登録の英国への領域指定から英国にて権利保護の付与が決定されるまでの

                                                  
21 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「OPPOSITIONS」の欄を参照。 
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審査の流れのなかで、以下時点において、名義人は不服審判請求又は上訴を提起

することができる。 
  

1）実体審査の段階で、保護付与の認容が受けられず、拒絶の通報を受領した場

合、名義人は当該通知の日から 1 ヶ月以内に不服審判を請求することができ

る。不服審判の請求先は、指名された者又は高等法院である22（商標法第 76
条(1)）。 

 
2）異議申立の成立により国際登録の権利付与の拒絶が決定した場合、名義人は、

決定日から 28 日以内に、当該決定に対して上訴することができる。上訴は、

指名された者又は高等法院に対して請求する。 
 
（11）権利行使 
 
① 権利の発生時期、条件 
国内商標権は、出願日（優先日）から起算して 10 年間有効であり、更に、10

年を単位として無限に更新できる。ただし、効力の発生は登録日から生じる（商

標法第 42 条）。 
国際商標権は、国際登録日から 10 年間有効であり、更に 10 年間を単位として

更新を繰り返すことが可能である。保護の効力発生日は、国際登録日又は領域指

定の記録の日である。 
 

1）英国における商標権の適用範囲 
イングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランド及びマン島に排

他的権利が及ぶ。 
 
2）商標権の有する排他的権利（商標法第 10 条(2)、(3)） 

 
（a）商標権の商品又は役務と同一の商品又は役務について、商標と同一の標識

の英国における取引への使用の禁止 
（b）商標権の商品又は役務と類似の商品又は役務について、商標と同一の標識

の、並びに商標権の商品又は役務と同一又は類似の商品又は役務について、

商標と類似の標識の、英国での取引における使用の禁止 
（c）英国において名声を得ている商標の場合、商標権の商品又は役務と同一、

                                                  
22「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「final refusal of the Designation in the 

UK」の欄を参照。 
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類似又は非類似の商品又は役務について、商標権と同一又は類似の標識の、

英国での取引における使用。 
 
3）英国における商標権を侵害する行為（商標法第 10 条(4)） 

 
（a）商品又はその包装に商標を付す行為 
（b）商標を付した商品の販売の申出又は販売のための展示、市場投下、又は同

目的での保管、又は商標を付した役務の申出又は提供。 
（c）商標を付した商品の輸出入 
（d）営業書類、広告に商標を使用する行為 
（e）正当な理由の無い商標の使用が商標の識別性又は名声を不正に利用し又は

害するものである場合は、工業上又は商業上の誠実な慣習に従った使用以

外の如何なる使用も当該商標を侵害するものとみなされる 
（f）商品のラベル付け若しくは包装のために，営業書類として又は商品又はサ

ービスの広告のために用いられる素材に登録商標を付す者は、その標章を

付した時にその標章を付すことが所有者若しくは使用権者によって正式

に許可されていないことを知っていたか又はそのことを信じるに足る理

由を有していた場合は、登録商標を侵害する素材を使用した者とみなされ

る 
 
4）英国における商標権の侵害とならない行為（商標法第 11 条） 

 
（a）ある者の氏名、ある者のビジネスの所在地の名前の善意の使用 
（b）商品又は役務の種類、品質、数量、使用目的、価値、地理的出所又は生 産

時期若しくは提供時期又は商品又は役務のその他の特徴に関する表示の

使用その他の特徴を示す標識の善意の使用 
（c）比較広告又は参照のために他人の商標を使用する行為。ただし、その使用

が商標の識別力若しくは信用を不当に害するものを除く 
（d）製品又は役務の用途（特に付属品又は部品）を表示することが必要な場合

における商標の使用。 
 
② 侵害訴訟の提起（差止請求・損害賠償） 
商標権の侵害に対する措置は、高等法院に対する商標権者の訴訟手続の提起に

より行われ、差止及び損害賠償若しくは利益の算定の形で救済を求めることがで

きる。 
 

197 



1）侵害に対する裁判所の対応（商標法第 15 条、16 条） 
 

（a）裁判所は、侵害者に対して、保有若しくは管理する侵害物から、侵害商標

の抹消、除去若しくは滅却、又はこれらが正当な理由によって不可能な場

合は侵害物その物の破壊を命じることができる。 
（b）命令に応じないか若しくは命令に応じないおそれがあると裁判所が認める

場合は、裁判所は侵害に当たる商品、素材又は物品を、裁判所が場合に応

じ標識の抹消、除去若しくは隠蔽又は廃棄を指示する者に引き渡すよう命

令することができる。 
（c）商標権者の申請により、侵害者が業として所有、保管または管理している

侵害商品、素材または物品を商標権者又は裁判所が指示する他の者に引き

渡す命令を発することができる。ただし、引き渡しについては、商標権が

侵害物若しくはその包装に使用された日又は侵害物が製造された日から 6
年が経過したときは、当該商標権者による申請ができない。 

 
2）刑事措置 
商標権者の同意を得ていない、自己若しくは他人の利益のため、又は他人に損

害を与えるために、以下の行為を実施することは、刑事犯罪とみなされる。 
 

（a）商品又はその包装に、商標と同一又は誤認を生じるおそれのある標識を使

用する行為 
（b）商標と同一又は誤認を生じるおそれのある標識を付した商品、又はその包

装に標識を付した商品の販売、貸渡、貸渡のための申出若しくは展示また

は頒布 
（c）（b）の犯罪行為を自ら又は他人が実施する目的での、侵害商品の事業過程

での所有、保管または管理 
（d）使用意思のある商品に商標と同一又は誤認を生じるおそれのある標識を以

下の態様で使用する行為 
 

（ⅰ）商品のラベル付け又は包装 
（ⅱ）商品に関する営業書類 
（ⅲ）商品の広告を目的 
 

（e）商標と同一又は誤認を生じるおそれのある標識の複製を作製する行為。    
上述した侵害行為により有罪となった者は、罰金刑又は禁錮刑（最高 10
年）を受ける。 
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3）国境措置 
商標権者又は使用権者は、商標権を侵害する商品が欧州経済圏（EEA）外から、

または EEA 内からではあるが、自由な流通のための流入ではなく英国に到来する

ことが見込まれる場合、当該商品の英国への流入を禁止する手続を取ることがで

きる。この手続は、税関（英国歳入関税庁）に書面にて通告する（商標法第 89 条）。 
この通告が効力を生じたときは、該当する商品の輸入は、自己の私的な家庭内

での使用を除いて、差し押さえられ、没収される。 
また、偽造商品及び海賊商品の自由流通、輸出、再輸出を目的とする放出又は

停止手続の対象である流入を禁止する措置を定めた EC 規則（理事会規則（EC）

NO.3295/94 第 3 条(1)）に基づいて申請することのできる自由流通、輸出、再輸

出を目的とし又は停止手続の対象である流入又は流入予定の使用品には適用しな

い（商標法第 89 条(3)）。 
通告手続で注意する点は、通告に基づき税関が差し押さえ等の対応を実施する

際に生じる債務、経費について、通告者は定められた担保を提供する必要がある

（商標法第 90 条(2)(b)）。 
 

(12) 議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い 
 
① セントラル・アタックによる国内出願への変更 
セントラル・アタックにより国際登録が取消しとなった場合、当該国際登録に

記録された商品又は役務の一部又は全部について、英国の国内商標登録出願に変

更することができる。なお、国際登録が英国において、消滅前、既に権利付与が

決定していた場合、この国内商標登録出願は自動的に登録となる23。ただし、以下

の条件を有する必要がある。 
 
1）国際登録の取消日から 3 ヶ月以内に変更出願を行った場合 
2）国際登録の名義人が UKIPO に対して変更国内商標出願を行った場合 

英国国内、欧州共同体締約国内、EEA 加盟国またはチャンネル諸島に居住

していないあるいは支店、営業所等の拠点を有していない名義人の場合は、

現地商標代理人を選任し、この代理人を通じて出願手続を行う。 
 なお、現地商標代理人は本章（5）③に示した現地代理人リストを参照。 

3）変更国内商標登録出願の指定商品及び役務が、取消しとなった国際登録の指

定商品及び役務と同一か、あるいは狭くなくてはならない。 

                                                  
23 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の「Transformation to National Application」

の欄を参照。 
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② 代 替 
国際登録の国内登録又は広域登録の代替は、国内登録又は広域登録の対象であ

る標識が国際登録の対象でもあり、かつ、その名義人が国際登録の名義人と同一

である場合には、当該国際登録は、当該国内登録又は広域登録により生ずるすべ

ての権利を害することなく、当該国内登録又は広域登録に代替することができる

ものとみなす。代替の請求を受領する条件は、マドリッド協定議定書第 4 条の

2(1)(i)～(iii)に記載した条件に加えて、国際登録が英国おいて権利保護の付与が決

定していること、及び国内登録商標の指定商品及び役務の全てが代替する国際登

録商標の指定商品及び役務に含まれることが必要である。 
 
1）代替の手続について 
商標権者が UKIPO に対して、所定の書面にて代替請求することにより手続が

行われ、英国の登録簿にその旨記載される。国際事務局に対する通知は UKIPO
により行われる。なお、代替請求の手続は無料である。 
 

2）代替の手続登録後も、国際登録商標と国内登録商標とは共存する24。ただし、

商標権者は国内登録商標の更新時に、失効の選択をすることができる。 
 

（13）議定書に関する宣言 
 

① 手数料（個別手数料の宣言の有無） 
英国では、個別手数料の徴収を宣言している。 
 

1）出願時  
1区分まで 295 スイスフラン 
1区分を超えた1区分毎に 82 スイスフラン 

2）権利更新時  
1区分まで 328 スイスフラン 
1区分を超えた1区分毎に 82 スイスフラン 

 
② 暫定拒絶の通報期間（18 ヶ月）に関する宣言 

宣言あり。したがって、領域指定通知を受領した日より 18 ヶ月以内に保護付与

                                                  
24 WIPO HOME→IP SERVICE→Trademarks(Madrid System)→About Members→Survey of  

Office Practices on Replacement→replies to the Questionnaire on Replacement(代替に関す 
るアンケートの回答) ・英国回答・第 6 頁の質問 III の 6.に対する回答を参照。 
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の拒絶を国際事務局に通報しなければならない。ただし、同期間の経過前に

UKIPO から以下の通知が国際事務局に通知されている場合を除く。 
 
1）暫定的拒絶の通報又は権利保護付与の拒絶通報 
2）18 ヶ月の期間経過後に異議申立が行われる可能性がある旨の通報 

③ライセンスに関する宣言 
未宣言。 

 
（14）英国に特徴的な制度 
 

1）先願主義。 
 

2）商標として登録可能なカテゴリー 
｢色彩又は色彩の組合せ」、「音響」、「香り」は商標として登録できる。 

 
3）コモンローに基づく詐称通用 
最も早く商標出願・登録した者に商標権が与えられるが、未登録商標の先使用

については、コモンローに基づき詐称通用が適用される 
 

4）権利付与の認容前の実体審査 
UKIPO の実施する実体審査は、「絶対的拒絶理由」の有無に関する審査と、英

国国内商標、欧州共同体商標（CTM）、英国又は欧州連合を指定する国際登録につ

いて先行類似商標調査を実施する。ただし、先行類似商標との関係（Relative 
Grounds）に基づく拒絶（相対的拒絶理由に基づく拒絶）について審査は実施し

ない。 
 

5）先行類似商標調査報告 
権利付与の認容前の実体審査段階で、UKIPO は先行商標の調査を実施し、その

調査報告を名義人に送付する。名義人が当該調査報告に対して応答しない場合、

UKIPO は審査の継続とみなす。実体審査の結果、権利付与が認容され、公告され

ると、この調査報告に記載された先行商標の所有者に対してこの調査報告が通知

される。このことは、この後の異議申立について重要な意味を持つ。通知を受領

した先行商標の所有者は、先行商標を利用した相対的拒絶理由に基づいて異議申

立を請求することができる。UKIPO はこの異議申立によって相対的拒絶理由によ

ってのみ権利付与の拒絶を行うことができる。なお、当該調査報告に記載された

審査官の判断が誤っていると思われる場合は、応答期間内に応答することができ、
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審査官を説得できれば、調査報告に記載された先行商標の権利者への通知は行わ

れない。また、指定商品及び役務の減縮も提案でき、審査官が認めた場合には上

記と同様の措置がとられる。 
 

6）異議申立の時期 
異議申立は、保護付与の認容が公告された日から 2 ヶ月以内に請求されなけれ

ばならない。なお、この期間はその期間内に延長手続が可能で、最長 3 ヶ月の異

議申立期間が設定される。 
 

7）不服審判請求及び上訴 
国際登録の英国への領域指定から英国にて権利保護の付与が決定されるまでの

審査の流れのなかで、以下時点において、名義人は不服審判請求又は上訴を提起

することができる。 
 
（a）実体審査の段階で、保護付与の認容が受けられず、拒絶の通知を受領した

場合、名義人は当該通知の日から 1 ヶ月以内に不服審判を請求すすること

ができる。不服審判の請求先は、指名された者又は高等法院である25（商

標法第 76 条（1））。 
（b）異議申立の成立により国際登録の権利付与の拒絶が決定した場合、名義人

は、決定日から 28 日以内に、当該決定に対して上訴することができる。

上訴は、指名された者又は高等法院に提出される。 
 

8）名義人の英国における手続に関する通知送達宛先の届出 
暫定的拒絶の通報に対する応答あるいは異議申立手続に際して、国際登録の名

義人は UKIPO に対して通知等の送達宛先（英国国内、欧州共同体締約国内、EEA
加盟国又はチャンネル諸島）を届け出なければならない。 
なお、現地代理人を利用する場合には、現地代理人の住所をこれに変えること

ができる。 
 
 
 
 
 
 

                                                  
25 「International Examination Guide」（UKIPO 編）の｢final refusal of the designation in the 

UK｣の欄を参照 
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（15）英国知的所有権庁ウェブサイト等からの入手可能な情報 
 

① 商標検索システム 
 
参照アドレス：http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os.htm 
 
検索手順： 

手順 1： 
英国知的財産庁のトップページ（http://www.ipo.gov.uk/）の画面左側の「Trade 
marks」をクリック。 

 

 

ここをクリック
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手順 2： 
商標に関するページ（http://www.ipo.gov.uk/types/tm.htm）の画面左側「Trade 
marks」の「Online TM Services」をクリック 

 

 

ここをクリック 
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手順 3： 
オンライン商標サービスのページ（http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os.htm）の

「Find trade marks」をクリック。 
 
※なお、「Find trade marks」の下にある「By number」、「By proprietor」、「By 
refused mark」、「By mark text or image」、「Trade Mark Decisions Search」を

クリックすることで、各検索画面（手順 5-1 から 5-5）に直接移動することが可能。

 

 

いずれかの項目をクリックす

れば、各検索画面（手順 5-1

から 5-5）へ直接移動可能 

ここをクリック

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

205 

http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os.htm


手順 4： 
商標検索のページ（http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os/t-find.htm） 
検索方法を下記の項目から選択可能。 
・By number：出願番号および登録番号による検索 
・By proprietor：商標所有者による検索 
・By refused mark：拒絶された商標の検索 
・By mark text or image：商標に含まれる文字または図形による検索 
・Trade Mark Decisions Search： 
英国知的財産庁他が発行した商標に関する決定の検索 
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手順 5-1： 
「By number（出願番号または登録番号）」の検索画面 
  
ここでは、「1」を入力して検索。 
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検索結果のページ 
該当する番号の商標の詳細が表示される。 
 
※商標の詳細ページにおいて「Other cases owned by this proprietor」（該当する

場合のみ表示）をクリックすると、本商標の所有者のその他の事案のリストが表

示される。 
 
※商標の詳細ページで使用されている用語についての説明は、画面上部の

「Explanation of terms」をクリックすれば、用語の説明ページが表示される。 
 

 

商標の詳細ページで使

用されている用語につ

いての説明を見る場合、

「Explanation of 

terms」をクリック 
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本商標の所有者のその他の事案に

ついてのリストを表示する場合、

「Other cases owned by this 

proprietor」をクリック 
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※当該所有者のその他の事案のリスト 
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手順 5-2： 
「By proprietor（商標所有者）」の検索画面 
 
ここでは、商標所有者の名称として「William」を入力して、検索。 
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検索結果のページ① 
1）Proprietor's name：商標所有者の名称 
2）Address：商標所有者の住所 
3）A.D.P. Number：英国独自の商標所有者の参照番号 

※「A.D.P. Number」は、代理人にも割り振られている。 
 
 なお、「More…」のボタンをクリックすると更なる検索結果が表示される（該

当する場合のみ）。 
該当する「A.D.P. Number」をクリックすると、当該商標所有者の商標の一覧

が表示される。 
 

 

当該商標所有者の諸

表一覧を表示する場

合、該当する「A.D.P. 

Number」をクリッ

ク 

更なる検索結果を表示

する場合、「More」を 

クリック 
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検索結果のページ② 
1）TM Number：登録番号または出願番号 
2）Mark Text：商標に含まれる文字 
3）Type：商標の種類 
4）Date：出願日 
5）Status：商標の状況 
6）Classes：分類番号 
 
「TM Number」をクリックすると該当する番号の商標の詳細が表示される。表示

される項目については、手順 5-1 の検索結果ページと同様。 
 

 

該当する商標の詳細を表示する場合は、

該当する「TM Number」をクリック 
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※詳細ページの画面 
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手順 5-3： 
「By refused mark（拒絶された商標）」の検索画面 
 
検索したい期間を「year（年）」および「month（月）」で指定して検索可能。 
 
ここでは、「2011 年 1 月」で検索。 

. 
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検索結果のページ 
1）TM Number：登録番号または出願番号 
2）Date of Refusal： 
3）Proprietor / Holder： 
4）Mark Type：商標の種類 
5）Refusal grounds：拒絶理由 
6）Mark Text：商標に含まれる文字 
7）Classes：分類番号 
 
なお、「More…」のボタンをクリックすると更なる検索結果が表示される（該

当する場合のみ）。 
「TM Number」の該当する番号をクリックすると商標の詳細が表示される。表

示される項目については、手順 5-1 の検索結果ページと同様。 

 
 該当する商標の詳細を表示する場合は、

該当する「TM Number」をクリック 

更なる検索結果を表示

する場合、「More」を 

クリック 
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※詳細ページの画面 
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手順 5-4： 
「By mark text or image（商標に含まれる文字または図形による検索）」の検索

画面 
以下の検索項目による検索が可能。 

1）Type of Search：検索する商標の種類 
 「Word（文字）」、「Image（図形）」、「Word or Image（文字または図形）」、「Word 

and Image（文字および図形）」、「Reserved mark（商標として登録できない商

標）」を選択可能 
2）Trade Mark Text：商標に含まれる文字 
 「Search Type（検索条件）」を「Contains string（キーワードの表現を含む）」、

「Contain word（キーワードの単語を含む）」、「Starts with（キーワードから

始まる）」、「Exact（キーワードに完全に一致）」を選択可能 
 
 ※商標に含まれる文字に英語アルファベット以外の文字が使用されている場

合、既定の英語に置き換えられる（例えば「Ä」→「A」）。そのため、「Ä」が

含まれる商標を検索したい場合は、キーワードに「A」を入力して検索する必

要がある。反対に、「A」で検索した場合は、検索結果に「Ä」が含まれる商標

も表示されることになる。 
  なお、上記の対応表は次のページ

（http://www.ipo.gov.uk/tm/t-find/t-find-text/t-find-text-texthelp.htm）で見

ることができる。 
3）Trade Mark Image Class：商標に含まれる図形のウィーン国際分類 
 検索したい「Category」、「Division」、「Section」を指定して検索可能。 
4）Search Constraints：その他の検索条件 
 下記の項目についての検索条件を指定可能。 
 ・Nice Class：商品および役務のニース国際分類 
 ・Filing Date：出願日 
 ・Status：商標の状況 

「Live（存続中）」、「Dead（停止）」、「Abandoned（放棄）」、「Advertised（公

告）」、「Awaiting advert（公告待ち）」、「Examined（審査終了）」、「Expired
（満了）」「Invalid（無効）」、「Late objection raised（先行商標による拒絶）」、

「New Application（新規出願）」「Opposition outstanding（異議申立中）」

「Progress（手続継続中）」「Delayed（遅延）」「Refused（拒絶）」「Registered
（登録）」「Removed from Journal（登録簿からの除去）」「Revoked（取消）」

「Surrendered（破棄）」「To be readvertised（再公告）」「Withdrawn（取下）」

から選択可能。 
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・Results Limited：検索結果の上限の数 
・Results Per Page：1 頁当たりの検索結果の表示数 

  
ここでは、「Type of Search：Word or Image」、「Trade Mark Text：Contain word
／Text：beer」、「Trade Mark Image Class：Category：03 Animals」「Filing Date：
2010 年 1 月 1 日から 2010 年 12 月 31 日」、「Status：Refused」（その他の項目は

標準）で検索 
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検索結果のページ 
1）Trade Mark No.：出願番号または登録番号 
2）Mark Text：商標に含まれる文字 
3）File Date：出願日 
4）Status：商標の状況 
5）Nice Classes：ニース国際分類番号 
6）Vienna Classes：ウィーン国際分類番号 
7）Image：商標見本 
8）Picking List：Picking List への追加 
 
「Trade Mark No.」の該当する番号をクリックすると商標の詳細が表示される。

表示される項目については、手順 5-1 の検索結果ページと同様。 
 
なお、検索結果一覧からいくつかの検索結果をさらに選択して比較する場合は、

「8）Picking List」の項目にある「Add」をクリックして該当する商標を「Picking 
List」に追加することが可能。 
「Picking List」を見る場合は、検索結果リストページの上部にある「New Search 
Amend Search Pick List」の「Pick List」をクリックすると表示される。 
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Picking List を表示する場合、「Picking List」を

クリック。ただし、この項目は 1 件以上 Picking 

List に追加されている場合のみ表示される。 

該当する商標の詳細を表示する場合は、

該当する「Trade Mark No.」をクリック

 Picking List への追加（Add）・削除

（Remove）する場合、ここのボタンを

クリック
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※詳細ページの画面 

 
 
※Picking List の画面 
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手順 5-5： 
「Trade Mark Decisions Search」の検索画面 
英国知的財産庁他が発行した商標に関する決定について検索可能。検索項目は下

記の通り。 
1）BL number search：決定の British Library number による検索 
2）General search：下記の項目について条件に基づく検索。 
 ・Type of hearing：ヒアリングの種類 
 ・Mark：対象となる商標 
・Issued：決定の発行日 
・Hearing officer：ヒアリング担当者 
・Person or company involved：当事者となる個人または法人 
・Grounds Section：根拠条文 
・Grounds Sub Section：根拠条文 

3）Browse by year：年度別の決定一覧（検索したい年度をクリック） 
4）European Court of Justice： 
欧州連合司法裁判所が下した商標に関する判決一覧 

5）Court of Appeal：英国上訴院が下した商標に関する判決一覧（現在 1 件のみ）
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検索結果画面（BL number search の場合） 
※「O/022/11」で検索 
画面下段の「Full Decision」の番号をクリックすると決定の全文 PDF データ入手

可能 
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検索結果画面（General search の場合） 
※「Issued：2010 年 1 月から 2010 年 12 月」「Grounds Section：Section 3(1) 
Descriptiveness / Distinctiveness」で検索 
 
1）BL Number：British Library number 
2）Action：決定が出された手続き 
3）Mark：商標の名称 
4）Application Number：出願番号 
5）Hearing Officer：ヒアリング担当者 
6）Decision Date：決定日 
7）Image：商標見本 
 
「BL number」の該当する番号をクリックすると該当する決定の詳細が表示され

る。なお、上記詳細ページの内容は、「BL number search」の検索結果画面と同

じ。 
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検索結果画面（Browse by year の場合） 
「BL number」の該当する番号をクリックすると該当する決定の詳細が表示され

る。なお、上記詳細ページの内容は、「BL number search」の検索結果画面と同

じ。 
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② 英国において有効な指定商品・役務名を確認するサイト 

参照アドレス：http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os/t-find-class.htm
 

 

索手順： 
手

産庁のトップページ（http://www.ipo.gov.uk/

 
検

順 1： 
英国知的財 ）の画面左側の「Trade 
marks」をクリック。 
 

 

ここをクリック
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手順 2： 
るページ（http://www.ipo.gov.uk/types/tm.htm商標に関す ）の画面左側「Trade 

marks」の「Online TM Services」をクリック 
 

 

ここをクリック 
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手順 3： 
商標サービスのページ（http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os.htmオンライン ）の

「Trade Mark Classification Search」をクリック。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここをクリック
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手順 4： 
索（http://www.ipo.gov.uk/types/tm/t-os/t-find-class.htm商標分類検 ）の検索項目

）Class Number：分類番号検索 
 

こでは「Class Number：32」、「Search Words：beer」で検索。 

は下記の通り。 
 
1
2）Search Words：キーワード検索

 
こ
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検索結果画面 
果が表示され、「View descriptions」をクリックすると、検索結果該当する検索結

の詳細が表示される。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

検索結果の詳細を表示する場合、 

ここをクリック 
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※詳細ページの画面 

 
 

 
 


	5．イギリス連邦（英国）
	（1）商標法の動向等
	（2）商標の定義
	（3）方式要件
	（4）審 査
	（5）暫定的拒絶の通報に対する国際商標出願人の応答手順
	（6）拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略
	（7）登 録
	（8）登録後の注意事項
	（9）異 議
	（10）上 訴
	（11）権利行使
	(12) 議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い
	（13）議定書に関する宣言
	（14）英国に特徴的な制度
	（15）英国知的所有権庁ウェブサイト等からの入手可能な情報


